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⑦． 地下鉄の建設コストの内訳 

地下鉄の建設コストは、大別すると、用地費、土木費、諸建物費、軌道費、電気関係費、車

両費、車庫費、測量監督・総係費、建設利息の９費目に分類され、そのうち、土木費は約半分

を占めている。また、防災設備等の機械設備費を含む電気関係費については、総コストの約 10％

程度であり、比較的比重が高い費目となっている。 

 

図 地下鉄建設コストの概念図 

 

図 地下鉄建設コストの費目構成比率 

出典：地下鉄等鉄道整備の建設コストの標準化に関する調査 報告書 平成 13 年３月 

財団法人 運輸政策研究機構（現在、一般財団法人 運輸総合研究所） 
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機械設備費については、電気関係費の約 35％を占めており、総コストの約４％となっており、

１駅当り約７～14億円（平均 11 億円）となっている。 

 
表 費目別建設コストの分析結果

 

 
 

出典：地下鉄等鉄道整備の建設コストの標準化に関する調査 報告書 平成 13 年３月 

財団法人 運輸政策研究機構（現在、一般財団法人 運輸総合研究所） 
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2) 地震・津波対策 

鉄道の地震・津波防災対策の強化について、第８回 交通政策審議会 陸上交通分科会 鉄道部会

において、下記の通り報告されている。 

 

 
 

 

出典：東日本大震災における鉄道施設の防災対策の効果と今後の取組について（第８回 交通政策審議会 陸上交通分科会 

鉄道部会）＜http://www.mlit.go.jp/common/000163084.pdf＞ 
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(3) 防犯対策 

わが国においては 1995 年３月 20 日に東京で地下鉄サリン事件が発生し、海外では 2001 年９月

11 日に発生した米国での同時多発テロを皮切りに、2005 年７月７日に英国ロンドンの地下鉄で同

時爆破事件が発生するなど、公共交通機関等を狙ったテロが世界中で頻発している。 

このため、わが国においても、鉄道を狙ったテロ対策として、複数の施策が講じられている。以

下にその代表例を示す。 

 

表 わが国の鉄道テロ対策のベストプラクティス（その１） 

１．『見せる警備・利用者の参加』を軸とした鉄道テロ対策 
「利用者用危機管理カードの配布」「駅売店職員等を対象としたテロ防止協力者ワッペンの着用」「不審物

等通報用インターホンの設置」などテロ未然抑止を主眼においた『見せる警備・利用者の参加』を軸とした

鉄道テロ対策を実施中。 

 
２．鉄道テロ対策としての危機管理レベルの設定 

国土交通省が関係省庁と連携して、鉄道に対するテロ発生の脅威の度合い（危機管理レベル）を３段階（通

常警戒体制、高度警戒体制、厳重警戒体制）で設定するとともに、鉄道事業者においては危機管理レベルに

応じた対策を講じることで弾力的なテロ対策を実施中。 
１７年１２月に危機管理レベルを「Ⅰ」と設定し、全国の鉄道事業者に通知。 

３．鉄道テロ対策に資する新技術の導入に向けた取組み 
鉄道利用者の移動に支障を与えることなく負担感の少ない爆発物・不審者等の検知新技術など、大量輸送

機関である鉄道のテロ対策に資する新技術について実証実験の実施等によりその実用化に向けた取組を推

進している。 

 

出典：我が国の鉄道テロ対策のベストプラクティス（国土交通省） 

＜http://www.mlit.go.jp/common/000147700.pdf＞ 


